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第56期

事業報告書
（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日）

企業集団の現況に関する事項

事業の経過及び成果

　当社第56期（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）における事業の経過及び成果に
つき、ご報告申し上げます。

　当事業年度の世界経済は、インフレ率の鈍化や一部主要国における金融緩和への期待を背
景に、総じて底堅く推移しました。一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長期化に加え、中東
情勢の緊迫化を主な背景とする原油・エネルギー価格の高止まりと石油由来製品の供給不
安、各国の通商政策を巡る不確実性などにより、先行きは不透明な状況が続きました。
　当社が事業を拡大してきたアジア圏においては、生成AIの進化によるデータセンターの需
要拡大と半導体の需要増が成長をけん引し、またインドやASEANの一部の国々は引き続き
インフラ投資、内需の拡大等を背景に比較的堅調な成長を遂げました。一方で、中国では不
動産市場の低迷や個人消費の伸び悩みが継続し、成長ペースは鈍化した状況が続きました。
また、世界的なサプライチェーンの再編や各国の通商政策の影響を受けて輸出関連産業を中
心に事業環境の不透明感が残りました。

　わが国経済においては、雇用・所得環境の改善や設備投資の持ち直しを背景に、景気は緩
やかな回復基調で推移しました。一方で、円安の長期化、原材料・エネルギー価格の高止ま
り、食料品を中心とした物価上昇などにより、企業収益及び個人消費には引き続き下押し圧
力がみられました。また、中東情勢の影響による資源価格の上昇や金融資本市場の変動など
も、景気の先行きに対する懸念材料となりました。
　今後の見通しにつきましては、AIを含むIT関連技術の進展、設備投資需要、雇用・所得環
境の改善に支えられ、景気は緩やかな回復を続けることが期待されます。しかしながら、地
政学リスクの長期化、原材料・エネルギー価格の変動、為替相場の変動、各国の通商政策及
びサプライチェーン再編の影響など、世界経済及びわが国経済の下振れリスクは引き続き懸
念されます。

　このような環境のもと、当社グループにおきましては9項目から成るサステナビリティ強
化活動の推進と、各事業における新市場セグメントの調査・開拓を進めてまいりました。既
存事業ではサプライヤーとの協働による新規製品の投入及び新規顧客の開拓、前期にグルー
プ会社化した化粧品製造子会社製品のアジア圏での拡販に向けた準備、医薬品関連事業を中
心とした地理的拡大のための米国法人設立を行いました。これらの取り組みを通じて、既存
事業の売上げ増大と収益性向上に取り組んだものの、アジア通貨の対米ドルにおける通貨安
は多くの事業で既存ビジネスに負の影響をもたらしました。一方で新規事業の拡大はそれら
を補い、更には当社の業績向上をけん引しました。



　以上の結果、当事業年度の連結売上高は、前期に引き続き機能化学品事業の伸長にけん引
され、207億24百万円と前期比8.7％の増収となりました。円安基調による輸入商品の原価
上昇を主要因としてコスト増加圧力は高かったものの、経費増加の抑制等により利益率は改
善し、連結営業利益は18億50百万円と前期比25.8％の増益となりました。また、外貨建て
資産の換算による為替差益の計上や、前期までに整理を進めた不良在庫に係る廃棄損の減少
が寄与し、連結経常利益は20億73百万円と前期比31.3％の増益となりました。

　当社（日本）単独では、電子材料事業における大型案件の減少はあったものの、機能化学
品事業の大幅な伸長に加え、精密化学品事業及びライフサイエンス事業においても売上が増
加し、売上高は172億64百万円と前期比8.5％の増収となりました。輸入ビジネスの商品仕
入れにおける円安の影響や一部ビジネスの停止はあったものの、経費増加を抑制した結果、
営業利益は15億33百万円と前期比56.1％の増益となりました。さらに、受取配当金、金融
資産の売却益及び外貨建て資産に係る為替差益を計上したことにより、経常利益は21億38
百万円と前期比59.0％の増益となりました。

　第57期におきましては、グループ各社間のコラボレーションをさらに加速させ、グループ
全体としての既存事業基盤の強化を進めるとともに、新規市場開発を推進してまいります。
その一環で米国法人の有効活用や新規取扱商品の投入による売上の増大を図ります。また、
継続的な事業投資に加え、これらの事業展開を支える人材の育成にも注力し、更にはAIの導
入等による生産性の向上を目指し、持続的な企業成長に向けた経営基盤の強化を進めます。
こうした取り組みを通じて、不透明感を増す事業環境においても、社会への貢献とお客様か
らの信頼を経営の基本に据え、企業価値のさらなる向上に努めてまいります。



連結計算書類

第56期

連結貸借対照表

資産の部 金額

【流動資産】

現金及び預金 4,170,069

受取手形及び売掛金 3,952,333

棚卸資産 2,400,569

短期貸付金 2,000

その他流動資産 414,923

流動資産合計 10,939,895

【固定資産】

有形固定資産

建物及び構築物 85,011

機械、運搬具
及び工具器具備品

93,020

土地 369,623

無形固定資産

ソフトウェア 101,032

のれん 186,510

その他無形固定資産 43,976

投資その他の資産

投資有価証券 701,312

長期貸付金 4,000

その他投資 508,960

固定資産合計 2,093,448

 

 

資産合計 13,033,343

負債・純資産の部 金額

【流動負債】

支払手形及び買掛金 2,121,864

一年以内返済予定長期借入金 22,144

未払法人税等 443,004

賞与引当金 205,000

その他流動負債 761,079

流動負債合計 3,553,091

【固定負債】

長期借入金 22,068

退職給付引当金 47,430

その他固定負債 106,668

固定負債合計 176,166

【純資産】

株主資本

資本金 70,000

利益剰余金 8,664,756

自己株式 △7,950

株主資本合計 8,726,805

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 520,477

その他の包括利益累計額合計 520,477

非支配株主持分 56,801

純資産合計 9,304,085

負債・純資産合計 13,033,343

（2026年3月31日現在） （単位：千円）



第56期

連結損益計算書

科目 金額
売上高 20,724,889

売上原価 15,630,690

売上総利益 5,094,198

販売費及び一般管理費 3,243,220

営業利益 1,850,978

【営業外収益】

受取利息及び配当金 21,493

投資有価証券売却益 108,511

為替差益 51,899

その他 75,046

営業外収益合計 256,950

【営業外費用】
支払利息 14,484

固定資産除却損 7,012

棚卸資産廃棄損 4,943

持分法による投資損失 3,500

その他 4,957

営業外費用合計 34,899

経常利益 2,073,028

【特別損失】

その他 18,901

特別損失合計 18,901

税金等調整前当期純利益 2,054,127

法人等 765,538

法人税等調整額 △62,223

法人税等合計 703,314

当期純利益 1,350,812

非支配株主に帰属する当期純利益 8,514

親会社株主に帰属する当期純利益 1,342,297

（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）



第56期

連結株主資本等変動計算書

区分

株主資本
その他の
包括利益
累計額 非

支
配
株
主
持
分

純
資
産
合
計資

本
金

利
益
剰
余
金

自
己
株
式

株
主
資
本
合
計

為
替
換
算
調
整
勘
定

当期首残高 70,000 7,391,210 △7,950 7,453,260 311,069 49,570 7,813,900

当期変動額

　剰余金の配当 △37,922 △37,922 △37,922

　親会社株主
　帰属
　当期純利益

1,342,297 1,342,297 1,342,297

　株主資本以外
　の項目の当期
　変動額（純額）

△30,829 △30,829 209,407 7,231 185,809

当期変動額合計 1,273,545 1,273,545 209,407 7,231 1,490,184

当期末残高 70,000 8,664,756 △7,950 8,726,805 520,477 56,801 9,304,085

（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）



第56期

連結キャッシュ・フロー計算書

科目 金額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,054,127

減価償却費 98,302

投資有価証券運用損益(△は益) △108,511

売上債権の増減額(△は増加) △713,939

棚卸資産の増減額(△は増加) △337,087

仕入債務の増減額(△は減少) 110,096

その他資産の増減額 △147,745

その他負債の増減額 311,048

その他 2,488

小計 1,268,779

利息及び配当金の受取額 21,493

利息の支払額 △2,523

法人税等の支払額 △714,308

営業活動によるキャッシュ・フロー 573,441

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △27,152

投資有価証券の取得による支出 △1,016

投資有価証券の売却による収入 118,413

投資有価証券の償還による収入 100,000

その他 1,584

投資活動によるキャッシュ・フロー 191,827

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △42,702

配当金の支払額 △32,973

財務活動によるキャッシュ・フロー △75,675

Ⅳ 現金及び現金同等物にかかる換算差額 111,650

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 801,243

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,368,825

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 4,170,069

（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）



第56期

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結範囲に関する事項
　　連結子会社の数・・・9社
　　主要な連結子会社の名称：上海布朗商行有限公司、AR BROWN(THAILAND)Co., Ltd.、
　　　　　　　　　　　　　ARBROWN INDIA TRADING Pvt. Ltd.、AR BROWN KOREA Co., Ltd.、
　　　　　　　　　　　　　AR BROWN AMERICA Inc.、エフビーオートメ株式会社、株式会社実正

２．連結範囲の変更に関する事項
　　当連結会計年度から、新規設立によりAR BROWN AMERICA Inc.を連結の範囲に含めております。

３．持分法の適用に関する事項
　　持分法適用会社の数・・・1社
　　会社名：VANNSH LIFE SCIENCES Pvt. Ltd.

４．連結子会社の事業年度に関する事項
　　連結子会社のうち、上海布朗商行有限公司、AR BROWN (THAILAND) Co., Ltd.、
　　AR BROWN KOREA Co., Ltd. 、AR BROWN AMERICA Inc.の決算日は12月31日であります。
　　連結計算書類の作成にあたっては3月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており
　　ます。

５．重要な会計方針に関する事項

（１）資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　移動平均法による原価法
　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　移動平均法による低価法

（２）固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産
　　　　主として定率法
　　②無形固定資産
　　　　定額法

（３）引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法定繰入率に
　　　　より計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。
　　②賞与引当金
　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。
　　③退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　①リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リースについては、通常の賃貸
　　　　借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　　②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
　　　　て処理しています。なお、在外子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨
　　　　に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
　　　　為替換算調整勘定に含めて計上しております。
　　③消費税等の会計処理
　　　　税抜方式によっております。



第56期



計算書類

第56期

貸借対照表

資産の部 金額

【流動資産】

現金及び預金 2,128,393

売掛金 2,697,310

受取手形 544,375

棚卸資産 1,633,036

短期貸付金 2,000

仮払金 83,908

その他流動資産 122,165

貸倒引当金 △25,000

流動資産合計 7,186,191

【固定資産】

有形固定資産

建物及び構築物 23,194

機械、運搬具
及び工具器具備品

31,810

無形固定資産

ソフトウェア 100,033

その他無形固定資産 2,658

投資その他の資産

投資有価証券 151,506

関係会社株式 2,432,242

長期貸付金 139,898

差入保証金 251,433

敷金 112,908

保険積立金 22,642

長期前払費用 35,437

その他投資 15,087

固定資産合計 3,318,852

 

 

資産合計 10,505,043

負債・純資産の部 金額

【流動負債】

支払手形 430,596

買掛金 1,116,563

短期借入金 300,000

未払金 103,727

未払費用 86,278

未払法人税等 412,898

前受金 89,194

預り金 55,159

賞与引当金 205,000

その他流動負債 85,429

流動負債合計 2,884,847

【固定負債】

受入保証金 14,149

退職給付引当金 47,430

その他 33,502

固定負債合計 95,081

負債合計 2,979,929

【純資産】

株主資本

資本金 70,000

利益剰余金

利益準備金 17,500

その他利益剰余金

任意積立金 3,020,000

繰越利益剰余金 4,425,564

自己株式 △7,950

株主資本合計 7,525,113

純資産合計 7,525,113

負債・純資産合計 10,505,043

（2026年3月31日現在） （単位：千円）



第56期

損益計算書

科目 金額

売上高 17,264,430

売上原価 13,475,390

売上総利益 3,789,039

販売費及び一般管理費 2,255,851

営業利益 1,533,187

【営業外収益】

受取利息及び受取配当金 427,010

投資有価証券売却益 103,447

為替差益 76,736

その他 23,186

営業外収益合計 630,381

【営業外費用】

支払利息 14,231

固定資産除却損 6,900

その他 3,889

営業外費用合計 25,020

経常利益 2,138,548

【特別損失】

その他 18,901

特別損失合計 18,901

税引前当期純利益 2,119,646

法人税、住民税及び事業税 650,000

法人税等合計 650,000

当期純利益 1,469,646

（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）



第56期

株主資本等変動計算書

（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）

区分

株主資本

純
資
産
合
計

資
本
金

利益剰余金

自
己
株
式

株
主
資
本
合
計

利
益
準
備
金

任
意
積
立
金

繰
越
利
益
剰
余
金

利
益
剰
余
金
合
計

当期首残高 70,000 17,500 3,020,000 2,993,839 6,031,339 △7,950 6,093,389 6,093,389

当期変動額

　剰余金の配当 △37,922 △37,922 △37,922 △37,922

　当期純利益 1,469,646 1,469,646 1,469,646 1,469,646

当期変動額合計 1,431,724 1,431,724 1,431,724 1,431,724

当期末残高 70,000 17,500 3,020,000 4,425,564 7,463,064 △7,950 7,525,113 7,525,113



第56期

注記表
この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　移動平均法による原価法
　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　商品　　移動平均法による低価法

（２）固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産
　　　　主として定率法
　　②無形固定資産
　　　　定額法

（３）引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法定繰入率に
　　　　より計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。
　　②賞与引当金
　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しています。
　　③退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しています。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　①リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リースについては、通常の賃貸
　　　　借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
　　②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
　　　　しています。
　　③消費税等の会計処理
　　　　税抜方式によっています。

２．株主資本等変動計算書に関する事項

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数
　　112,500株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

一株当たりの
配当額 基準日 効力発生日

令和7年5月27日
定時株主総会

普通株式
A種類株式 利益剰余金 37,922千円 350円 令和7年3月31日 令和7年5月31日

（３）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当の処分に関する事項

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

一株当たりの
配当額 基準日 効力発生日

令和8年5月26日
定時株主総会

普通株式
A種類株式 利益剰余金 43,340千円 400円 令和8年3月31日 令和8年5月31日

「１株当たり配当額」の内訳は、普通配当350円、特別配当50円であります。
令和8年5月26日開催の定時株主総会において、上記議案は承認可決されております。(5月26日加筆)
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